
第第9797期（平成期（平成1414年度）中間決算の概要年度）中間決算の概要

株式会社　静岡銀行



利益の状況（連結）利益の状況（連結）

Ø連結経常収益 前年同期比△225億円減収 連結経常費用 前年同期比△277億円減少

前年同期比

（億円）

14年度中間期

（億円）

（％）

△２５．３△２７７８１５経 常 費 用

＋４１

＋５２

△２２５

＋７７．０９４中 間 純 利 益

＋５９．２１３９経 常 利 益

△１９．１９５４経 常 収 益

１

《連結対象会社（14社）》

静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱

静 銀 ﾘ ｰ ｽ ㈱

静岡ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ㈱

静 銀 信 用 保 証 ㈱

静銀 ﾃ ﾞ ｨ ｰ ｼ ｰ ｶ ｰ ﾄ ﾞ ㈱

静岡 ｷ ｬ ﾋ ﾟ ﾀ ﾙ ㈱

静 銀 ﾃ ｨ ｰ ｴ ﾑ 証 券 ㈱

静 銀 静 浦 代 理 店 ㈱

静銀地頭方代理店㈱

欧 州 静 岡 銀 行

静 銀 総 合 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ ㈱

静岡ﾓｰｹ ﾞ ｰ ｼ ﾞ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ㈱

静 岡 資 産 管 理 ㈱

静銀ﾋ ﾞ ｼ ﾞ ﾈ ｽ ｸ ﾘ ｴ ｲ ﾄ㈱

《利益の状況》

Ø連結経常利益 前年同期比＋52億円増益 連結中間純利益前年同期比＋41億円増益

○静岡銀行グループの経常収益は、静岡銀行での「資金運用収益」および「その他

経常収益」を中心に、前年同期比△225億円減少して954億円となりました。

「資金運用収益」は貸出金利息および預け金利息の減少、「その他経常収益」は、

株式売却益の減少を主因に減少しました。

○一方、経常費用は、静岡銀行での「資金調達費用」および「その他経常費用」を

中心に、前年同期比△277億円減少して815億円となりました。「資金調達費用」

は、預金利息の減少、「その他経常費用」は貸倒引当金繰入額の減少を主因とし

て減少したものです。

○この結果、連結経常利益は前年同期比＋52億円増益の139億円、連結中間純利益

は、前年同期比＋41億円増益の94億円となりました。



利益の状況（単体）利益の状況（単体）
Ø経常収益 前年同期比△226億円減収

(億円、％）

－＋１７１７特別損益

△２１．７△２２６８１６経常収益

＋４４．６＋３７１２１経常利益

＋６５．５＋５４１３８税引前中間純利益

＋６２．４＋３４８８中間純利益

業務純益

経　　　費

一般貸倒引当金繰入額

増減率増減額

△７８．４
△１４８．０

△１３３
△６５

３７
△２１

うち不良債権処理額
うち株式等関係損益

＋４４．７＋６１△７４臨時損益

＋７．７＋１７２３９基礎的業務純益 ※

△１０．７△２４１９５

△６．３△２６３９１

＋９０１．２＋３９４３

△１．８
＋９．１
＋４６．２
△１０８．７
△２１３．４

△１０
＋６
＋２
△９
△２

５５７
６５
８
△１
（△１）

うち資金利益
うち役務取引等利益
うち特定取引利益
うちその他業務利益
　　　（国債等債券関係損益）

△１．７△１１６２９業務粗利益

前年同期比１４年度
中間期

【静岡銀行単体】

２

Ø基礎的業務純益 前年同期比＋17億円増益

Ø経常利益 前年同期比＋37億円増益

Ø中間純利益 前年同期比＋34億円増益

資金需要低迷ならびに低金利政策の長期化の
影響による資金運用収益の減少、株式売却益
が減少した要因により前年同期比△226億円
減収の816億円となりました。

フィービジネスの強化により役務取引等利益、
特定取引利益が増加したほか、経費削減効果
から本業の収益を示す基礎的業務純益は前年
同期比＋17億円増加しました。
一般貸倒引当金繰入額は前年同期比＋39億円
増加したため、業務純益は前年同期比△24億
円の減益となりました。

個別貸倒引当金繰入を中心とする不良債権処
理額が減少したため、前年同期比＋37億円増
益の121億円となりました。

経常利益の増加に加え、動不動産売却益を中
心とする特別損益の改善などにより、中間純
利益は前年同期比＋34億円増益の88億円とな
りました。

※基礎的業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益

Ø業 務 純 益 前年同期比△24億円減益



＋０．１１

＋０．０９

＋０．０９

14年3月末比

－

１０．４５

１２．１１

税効果相当額の上限を中核
自己資本の10％とした場合

１２．６０１２．５１１２．５８ＢＩＳ自己資本比率

９．５０９．３９９．３６中核自己資本比率

１０．９４１０．８５１０．４７ＴｉｅｒⅠ自己資本比率

14年9月末14年3月末13年3月末

≪連結ベース≫

≪自己資本･リスクアセットの内訳≫

（％）

△１１８

＋６

△３９０

△５０２

－

△８

＋１

△１５

△１４

△２２

14年3月末比

４３３６５８６７３５３８税効果相当額

９９９１控除項目

１７１１７１２８９１６４マーケットリスク相当額

９８９９８９９８３１，０７４オフバランス

４４，４０７４４，４０７４４，７９７４６，９６５オンバランス

４５，５６７４５，５６７４６，０６９４８，２０３リスクアセット

７６４７６４７７２１，０１９ＴｉｅｒⅡ

４，３３１４，３３１４，３３０４，５１２中核自己資本

４，７６４４，９８９５，００３５，０５０ＴｉｅｒⅠ

５，５１９５，７４４５，７６６６，０６８自己資本

税効果相当額の上限を中核
自己資本の10％とした場合14年9月末14年3月末13年3月末

（億円）
※中核自己資本比率＝（TierⅠ－税効果相当額）÷リスクアセット

自 己 資 本 比 率自 己 資 本 比 率
ØＢＩＳ自己資本比率（連結ベース）は１２．６０％

３

有価証券含み益等を含まない基本的項目であるTierＩのみで１０．９４％ TierⅠから税効果相当額を
控除した中核自己資本比率でも９．５０％とＢＩＳが定めた国際統一基準である８％をクリアしていま
す。資本に算入できる税効果相当額の上限を米国並みに中核自己資本の10％とした場合でも、BIS自己資
本比率およびTierＩ自己資本比率は12.11％、10.45％と高水準を維持可能です。



アセットクォリティ①アセットクォリティ①

９０．０８

４．３５

２，１９９

９１．２３

４．９０

２，４９０

４０８

１３

１，８９３

１７６

14／3末

８８．３８

４．２９

２，０９３

８９．３５

４．６６

２，２８３

４６７

８

１，６２５

１８３

14／9末

△１．７０

△ ０．０６

△ １０６

△ １．８８

△ ０．２４

△２０７

＋５９

△５

△２６８

＋７

14／3末
比

総貸出金に占める割合（％）

担保・保証等によるカバー率（％）

部分直接償却を実施した場合

担保・保証等によるカバー率（％）

総貸出金に占める割合（％）

リスク管理債権合計

貸出条件緩和債権額

３カ月以上延滞債権額

延滞債権額

破綻先債権額

≪リスク管理債権≫　 ≪金融再生法開示基準の不良債権≫　

８９．９３

４．３０

２，２２５

９１．０９

４．８４

２，５１６

４２１

１，３１１

７８４

14／3末

△１１１

△１．６０８８．３３担保・保証等によるカバー率（％）

△０．０７４．２３総与信に占める割合（％）

２，１１４部分直接償却を実施した場合

△ １．８０８９．２９担保・保証等によるカバー率（％）

△ ０．２５４．５９総与信に占める割合（％）

△２１１２，３０５金融再生法開示基準の不良債権合計

＋５４４７５要管理債権

△８８１，２２３危険債権

△１７７６０７破産更生債権及びこれらに準ずる債権

14／3末
比

14／9末

Øリスク管理債権、金融再生法開示基準による不良債権とも１４年３月末に比べ残高は減少し、総貸出金、総
与信に占める割合も低下しました。

４

（億円） （億円）

（注）「担保・保証等によるカバー率」は貸倒引当金を含む



アセットクォリティ②アセットクォリティ②
前期比14年度予想13年度12年度

前年同期比中間期中間期

△９４　△１９９　８０　１７３　１７４　３７２　２３３　　与信費用（①＋②＋③）　
△０．３６△０．３９０．３２０．３４０．６８０．７３０．４５与信費用比率（※）

－　

４３　

３７　

２１　
０　
１６　

－　

６６　

１０７　

６６　
０　
４１　

－　－　－　－　△１　　特定海外債権引当勘定繰入額（③）

＋３９　＋２４　４　４２　３９　　一般貸倒引当金純繰入額（②）

　不良債権処理額（①） △２２３　

△１９９　
△０　
△２４　

△１３３　１７０　３３０　１９５　

△１４３　
△０　
＋１０　

１６４　
０　
６　

２６５　
０　
６５　

１９０　
０　
５　

　個別貸倒引当金純繰入額
　貸出金償却
　その他の債権売却損等

(億円、％）

９．８４

２．１２

０．３３

予想損失率（％）

要 管 理 先 債 権

引当基準

要 注 意 先 債 権

各債務者区分ごとに､債権の平均残存期間に対する
過去３算定期間の貸倒実績率の平均値にもとづき、
今後の一定期間における予想損失額を算出し一般貸
倒引当金に計上しています。

正 常 先 債 権

債務者区分

５

《

与

信

費

用

》

《

償

却
・
引
当

基

準

》

※与信費用比率＝与信費用÷貸出金平残

【一般貸倒引当金】・・・残高　３３５億円

【個別貸倒引当金】・・・残高　６２２億円

破 綻 先 債 権
Ⅲ・Ⅳ分類額全額を個別貸倒引当金に計上しています。

実 質 破 綻 先 債 権

過去３算定期間の貸倒実績率の平均値にもとづき､今後３年間の予想損失率を算出し、
Ⅲ分類とされた債権に予想損失率を乗じて、個別貸倒引当金に計上しています。

破 綻 懸 念 先 債 権

引当基準債務者区分

（注）要管理先債権の保全不足分に対する引当率は24.26％



有価証券の状況有価証券の状況

Ø 14年9月末の有価証券評価損益は、＋931億円（14年3月末比△118億円）うち株式評価損益
は＋719億円（14年3月末比△186億円）となっています。

Ø 株価下落により株式等の減損（株式等償却）△45億円を計上しました。

△１３億円

△３２億円

・期末の時価が簿価に比べて50％以上下落したもの

・期末の時価が簿価に比べて30％以上50％未満下落し、期末前

　６カ月間の時価が一度も簿価相当額以上にならなかったもの

株式等

－・期末の時価が簿価に比べて30％以上下落したもの債　券

損益への影響減　損　基　準

(億円）

６

＋６７＋４０△２７＋１４
そ の 他
（外債および
投資信託等）

＋１＋１７２＋１７１＋２１８債 券

△１８６＋７１９＋９０５＋１，４６６株 式

△１１８＋９３１＋１，０４９＋１，６９８合 計

14年3月末比14年9月末14年3月末13年3月末

≪その他有価証券の評価損益の状況≫　　　

≪減損会計による影響≫　

△１，６４１円９，３８３円１１，０２４円１２，９９９円日 経 平 均 株 価



35,970

29,071

35,783

29,073

34,815

28,624

20,000

30,000

40,000

12年度 13年度 14年度中間期

中小企業等向け貸出金

県内中小企業等向け貸出金

1,271

1,357

1,384

1,200

1,250

1,300

1,350

1,400

12年度 13年度 14年度中間期

行員一人あたり貸出金
（億円） （百万円）

（億円）

貸出金の状況貸出金の状況

７

うち県内消費者ローン

うち消費者ローン

静岡県内貸出金平残

県内中小企業等向け貸出金

中小企業等向け貸出金

総貸出金平残

（＋5.0％） ＋５０５１０，５１２１０，００７１０，１４１９，６２４

（△1.4％） △４１５２８，６２４２９，０３９２９，０７３２９，０７１

（△1.2％） △３９９３３，６４９３４，０４８３４，１３０３４，１１２

（＋４．７％） ＋５６５１２，６１９１２，０５４１２，２０８１１，６２７

（△3.0％）△１，０６２３４，８１５３５，８７７３５，７８３３５，９７０

（△1.9％） △９７０４９，６４８５０，６１８５０，６３６５１，２８６

前年同期比14年度中間期

中間期

13 年 度12 年 度

（△4.1％）△４，４３２１０４，０７３１０８，５０５１０６，８０６１０７，９３１
静岡県内全体の貸出金（末残）

（地銀、第二地銀、都銀、信金の合計）

107,931

34,112

106,806

34,130

104,073

33,649

0

40,000

80,000

120,000

12年度 13年度 14年度中間期

静岡県内全体の貸出金

当行の県内貸出金（億円）

● ● ●＋0.5％ ＋0.1％ △1.4％

＋1.4％ △1.0％ △2.6％◆ ◆
◆

当行
県内貸出

県内
全体の
貸出金



前年同期比14年度中間期13 年度12 年度

中間期

５３，３６２

６６，６６４

＋１，２４９５４，８４３５３，５９４５３，６１１
静岡県内

預金平残

＋４２３６７，１４２６６，７１９６６，７２３総預金平残

Ø静岡県内預金および個人預金を中心に総預金平残は前年同期比＋423億円増加し
ました。
Ø決済性預金を除く預金に対するペイオフ解禁の影響もあり、円貨流動預金が増加、
円貨定期預金が減少しました。

（億円）

《個人預り資産の内訳》

1,661

1,814

1,909

1,500

1,600

1,700

1,800

1,900

2,000

12年度 13年度 14年度中間期

行員一人あたり預金等

一店舗あたり預金等

（百万円）

（百万円）

（億円）

＋７２０１３－譲 渡 性 預 金

＋８１５４，８４８４，０３３２，１３３国 債

＋６２７８６７２４３８６外 貨 預 金

△４０２８５３２５３３０投 資 信 託

＋３９７４５，０８３４４，６８６４２，７３７円 貨 預 金

＋１，２４１５１，０２２４９，７８１４５，５８６個人預り資産末残

14年3月末比14年9月末14年3月末13年3月末

35,833

36,396

37,415

35,000

36,000

37,000

38,000

12年度 13年度 14年度中間期

預金・預り資産の状況預金・預り資産の状況

８

Ø「高格付」「信頼性」を背景とした資金吸収力を活かし、外貨預金など多様化
している顧客ニーズに対応した魅力ある商品ラインナップの提供により、個人
預り資産残高は順調に増加しました。

Ø公共債（国債）の保護預り残高は、地銀首位となっています。

《預 金 》

※仮想店舗を除く



△３．０３６２．１４６５．１７６３．９４６７．６４ＯＨＲ

＋４．６１１１．８２７．２１１０．２５２３．７２1株当たり当期（中間）純利益（円）

＋０．０９０．２２０．１３０．０９０．２３ＲＯＡ（当期(中間)純利益）

△０．０５０．５００．５５０．５３０．４８ＲＯＡ（業務純益）

13 年 度

１．５６

８．５４

２．１９

８．８４

中間期

＋１．３９

△０．９０

前年同期比

３．５８

７．９４

14年度中間期

３．６７ＲＯＥ（当期(中間)純利益）

７．５１ＲＯＥ（ＴｉｅｒⅠ業務純益）

12 年 度

定時株主総会決議枠（上限）14年7月～9月取得実績

８６

１１，０９０

２８．８３００取 得 総 額 （ 億 円 ）

３７．０３０，０００取 得 株 式 数 （ 千 株 ）

進捗率（％）

(％）≪ 経 営 効 率 ≫

≪自己株式取得実績≫
Ø平成13年度の商法改正により解禁された金庫株制度への対応として、経営環境の変化に即した機動的な
資本政策を行うため、本年6月の定時株主総会で決議された取得枠の範囲内で中間期において自己株式を
取得しました

資本効率・経営効率資本効率・経営効率

９



＋７２．５２００経 常 利 益

＋４．１４８１（基 礎 的 業 務 純 益 ）

＋９３．７

＋８１．４

△１７．２

前年度比（％）

＋８１．４

△２．６

△１９．０

前年度比（％）

１４年 度 予 想 （億 円 ）＜ 連 　 　 結 ＞

１４５当 期 純 利 益

２２５経 常 利 益

１，８６０経 常 収 益

１４０当 期 純 利 益

４１０業 務 純 益

１，６００経 常 収 益

１４年 度 予 想 （億 円 ）＜ 静 岡 銀 行 単 体 ＞

業 績 予 想業 績 予 想

10
（注）上記の予想は、現時点で入手された情報に基づき判断した予想であり潜在的なﾘｽｸや不確実性が含まれております。

従いまして、実際の業績は様々な要因により、これらの業績予想値とは異なる可能性があります。


